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J .提言-r人口・活力対策戦略(仮称)J (案)ぬ概要



提言「人口・活力対策戦略{仮称)J (案)の概要

未来づくり推進局企画課

人口減少対策を検討するため、外部有識者で構成する「住もう好きです鳥取未来会議」を平成25年

6月に組織しました。

「住もう好きです鳥取未来会議」は、 3固にわたる会議の議論を踏まえて対策の方向性を示す「人口・

活力対策戦略(仮称)Jを提言することとしており、以下の内容を最終案として検討を進めています。 J

寸
H
い一言ロ

(1 )策定の目的

県内の民・学・宮すべての立場で人口減少問題を考え、対策の方向を検討するための指針とする。

併せて、県外に向けて鳥取県の取組みをアピールする。

(2)対策を検討する前提
次の①~④を踏まえて、対策の方向性を示す。

①厳しい推計結果と認識すると同時に、今から取組みを推し進めることで、影響を緩和できる可能

性はある。

②人口減少の要因として、子どもを産む女性(母体数)が減り続けることによる出生数の減少や、雇

用や進学先が豊富な都市部への若者の流出などの構造的な問題が考えられる。

③推計によると、生産年齢人口の減少と老年人口の増加が見込まれることから、出生数の減少の加

速、県経済の縮小、医療費・介護費の増加に伴う財政収支の悪化などが懸念される。

④人口減少社会はマイナス面が強調されるが、一入一人に光が当たるプラス面がある。また、鳥取

県には豊かえ主自然の恵みを活かした農林水産業や観光資源、鳥大医学部を中核とした医療産業の

シーズ、北東アジアに近接した強みなど高いポテンシャルが存在している。

(3) r人口・活力対策戦略(仮称)Jが目指すもの
人口減少に対応するには、人口減の流れにある程度歯止めをかける戦略(戦略 1)と、人口減は避け

られない前提で、少人口でも地域で安心して暮らせる持続的で活力ある地域をつくる戦略(戦略2)が

必要で、戦略1は若者の流出対策を、戦略2は少人口に適応する社会の変革を目指す。

「人口・活力対策戦略l仮称)Jの柱
【戦略 1] :人口減少に歯止めをかける方策

(1) r若者がやりたいことが実現できる鳥取県」づくりーにより若者を増加
7) 県外・海外需要を取り込む商圏拡大により企業等における雇用創出
イ)雇用創出に応じた人材育成を推進

ウ)"起業をするなら鳥取県"起業・創業を支援

工)鳥取県を応援する若者の取組みへの支援

(2)若者の IJUターンをバックアップ

7) IJUターンによる就業を支援

イ) I JUのきっかけづくりと受入体制を充実

(3) r子育て王国とっとり」の充実による子育て世代の定着
7)結婚，妊娠，出産を支援

イ)企業等と連携した仕事と子育ての両立(ワークライフバランス)を支援

ウ)安心して子育てができる環境を整備

工)子育て世代にアピールする教育環境の充実

n
L
 



【戦略2]:人口減でも持続的で活力ある地域づくり

(1 )少人口社会に適応する社会システムへのイノベーション

7)地域の自立性・持続性を強化

イ)地域で安心して住み続けられる医療・介護体制を構築

ウ)暮らしに困ったときのパックアップを充実

(2)人口最少県だからこそできる、県民千人一人の力が地域活力を創造

7)高齢者が生きがいを持って活躍できる環境づくり

イ)障がい者が社会の担い手として活躍できる社会を構築

ウ)女性が活躍できる環境づくり

工)県民一人一人のカが地域活力を創造
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2.提言「人口・活力対策戦略(仮称)J (案)

ra 



提言(案)

~λロ・活力対策戦略(仮称)-

平成26年3目

住毛弓陪きです鳥取未来会議
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I 1:杏じめに

平成25年3月に、国立社会保障・人口問題研究所から「日本の地域別将来推計人口(平成25年3月

推計)Jが公表されました。この推計は、 2040年(平成52年)には全都道府県が人口減少と高齢化に

直面し、特に鳥取県は、総人口が約44万人に減少するというショッキングな試算となっており、重大

な課題を突きつけられたと認識すべきであります。

ショッキングな未来が示された訳ではありますが、これはある一定の条件の下での試算であり、今か

ら対策を講ずればその未来は必ずや変えられるものであると考えます。

そこで、鳥取県は、これを受けて、取組みによっで人口減を緩和し、また社会的対策を進めるため、

県庁内に部局横断的な「人口・活力対策チーム」を組織するとともに個別課題を検討するプロジェクト

チーム(1人口・活力対策タスクフォースJ)とも連携しながら、人口減少問題の影響、課題とその対策

について検討を始めました。

当「住もう好きです鳥取未来会議」は、三回にわたって会議を開催し、県庁外部の視点から人口減少

対策の検討を進めてきましたが、対策の方向性についてまとまったため、「人口・活力対策戦略」として

提言を行うものです。

H 鳥取県ぬ現状(事国)分析

鳥取県の総人口(外国人を含む)は昭和60年の616千人がピークであり、既に30年近くにわたって

人口減少が進行中で、平成25年10月l日現在の総人口は577，642人(推計)となっています。

人口減少は様々な要因が長期かつ複合的に影響することで生じており、主には以下の 1'"'-'5の要因が

考えられますが、この中で主因を特定するのは困難です。自然動態に係る要因は概ね全国共通と考えら

れますが、社会動態は地方特有の要因と言えます。

j鳥取県は、大都市圏に比べて合計特殊出生率は高い (H24 : 1. 5 7※全国1. 41)ですが、要

因1、4、5により、出産に適した年齢の女性数が少ないため、出生数の増加になかなか繋がらない構

造となっています。

要因 1

要因2

要因3

要因4

要因5

戦後の女性人口の減少(子どもを産む母体数の減少の連鎖)

未婚化・晩婚化による出生数の減

高齢化による死亡数の増加

高度経済成長期における県外流出

現代の若者の県外流出

※要因 1~5 の詳細な分析は、資料 1 を参照。
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111 鳥取県白将来推計人口と影響予測

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計 (f日本の地域別将来推計人口(平成25年3月推計)J)

から、 201 0年から2040年までの年齢区分毎の人口増減率の変化を見ると、鳥取県が他県に比較

して①と②に掲げる深刻な課題があることがわかります。

①若者の減少率が中国5県で最も大きくなる恐れ

1 5 歳~2 4歳の男女人口の減少率が中国5県で最も大きく、特に最も子どもを産む年齢である2

5 歳~39歳の女性入口の減少率が大きい。

【15歳-24歳男女】 [人)

全国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

2010年 12， 617， 759 53， 325 60， 315 195，195 278， 273 127， 488 

2040年 8， 344， 552 33， 327 38， 220 133， 177 190， 8.07 80， 076 

減少率(%) -33.9 -37. 5 -36.6 -31. 8 -31.4 一37.2

【25歳-39歳女性】 (人l

全国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

2010年 12， 644， 827 51， 578 57，490 182， 686 275， 365 123， 525 

2040年 7， 950， 235 30， 685 35， 383 121， 602 177，016 75， 333 

減少率(%) 37. 1 -40.5 司 38.5 -33. 4 -35.7 -39.0 

その結果、生産年齢人口(1 5 歳~6 4歳)の減少率が全国平均と比べて大きくなり、生産年齢人

口の構成比の低下率が中国5県の中で最も大きい。

【15歳-64歳男女】 (人)

全国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

2010年 81. 734， 517 355， 471 416， 556 1， 190，744 1， 787， 519 861， 110 

2040年 57， 865， 929 226， 391 262， 238 874，141 1， 271. 089 551， 296 

減少率(%) 29. 2 -36. 3 -37.0 -26.6 一28.9 -36.0 

【15歳-64歳男女が全人口に占める割合】 (%) 

全国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 ‘山口県

2010年 63.8 60.4 58. 1 61. 2 62.5 59.3 

2040年 53. 9 51.3 50.4 54. 3 53.2 51.5 

低下率(百) 15. 5 ー15.1 一13.3 -11. 3 ー14.9 ー13.1 I 

②高齢者の増加率が島根県、山口県よりも大きくなる恐れ

6 5歳以上人口、特に 75歳以上人口ぬ増加率が、島根県、山口県よりも大きい。(都市部である広

一1O~ 
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島県、岡山県は、戦後の人口流入により急速な高齢化が予測される)

※都市部の特徴:産業が集積し雇用先が豊富な都市部は、戦後、地方からの人口流入が大量に

あり、当時流入した若者が高齢化するため、地方より高齢化率が高くなると

予測される。

【65歳以上 男女】 (人)

全国 鳥取県 l 島根県 岡山県 広島県 山口県|

2010年 29， 483， 665 155， 133 208， 548 489， 498 686， 220 406， 140 

2040年 38， 678; 102 168，467 203， 607 560， 426 864， 366 409， 567 

増減率(%) 31.2 8.6 -2. 4 14. 5 26.0 0.8 

【75歳以上 男女】 (人l

全国 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

2010年 14， 193， 639 85， 976 119， 442 252， 581 341， 126 211，598 

2040年 22， 229， 933 105， 551 128， 799 328，421 508， 236 249， 990 

増加率(%) 56. 6 22.8 7. 8 30. 0 49. 0 18. 1 

※将来推計人口の詳細は、資料2を参照。

く参考〉

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計(r日本の地域別将来推計人口(平成25年3月推

! 計)J)の考え方は、次のとおり。

-推計の根拠は、 2005 年~2010年の動きをベースとしている。

・社会減の推計は精度の確保が困難であるため、少なく (2005~2010 年の半分に補正)

推計している。

-鳥取県において合計特殊出生率が高いH23~の数値は反映じていない。

・人口減少への影響l力は、一般的に自然減:社会減=8: 2 (社会減(人口移動)は今後縮小傾向と

見込まれている)。

《上記から予測される深刻な影響》

上記①、②の人口変動により、鳥取県は中園地方の周辺県よりも深刻な次に掲げる事態が発生す

る恐れ。

-出産に適した年齢の若者が減少することによる、出生数の減少の加速。

・労働人口が減少し、県経済が縮小するとともに税収が減少することによる、雇用と所得の減少、

及び行政サービスの縮小。

-医療費や介護費の犠加と、税収の減少による財政収支の悪化。

※影響予測の詳細については、資料3を参照。

-11-
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ただし、人口の減少は、必ずし芯マイナスの影響だけではなく、県民一人一人に光が当たる社会にな

ると考えることもできます。例えば、女性、若者、高齢者、障がい者など、これまで必ずしも社会の担

い手として中心的立場でなかった方々に光が当たり、社会を支える役割を担うことが期待できます。

また、子どもの数が減ることによりJきめ細かで手厚い支援や教育を受けることが可能となることも

考えられます。

IV 鳥取県白ポテシシャ I~

鳥取県は、「住みたい田舎ベストランキング」で県内自治体がトップクラスにランクするなど、住みや

すさなどで全国から高い評価を得ており、“とっとり暮らし"が全国的にブランドカを持ちつつあると考

えられます。

また、鳥取県には、次に掲げるような、他の地域に負けない様々な強み、高いポテンシャルを有して

おり、これらを最大限活用することが求められます。

or食のみやこ鳥取県Jを形成する豊かな農林水産業

-全国トップクラスの生産量・漁獲量。

らっきょう:全国包位(2010年)、すいか:全国2位(2011年)、日本梨全国4位(2012年)、

ずわいがに:全国2位(2011年)、ぶり類全国2位(2011年)

・二十世紀梨を中心に台湾、香港、アメリカ等、富有柿をタイ、すいか、メロン、梨、柿、野菜類

をロシアへ輸出。(H25年度県内農業団体の実績)

. L VL (単板積層材)、 CLT(直交集成板)、木質バイオマスなど、新たな県産材利用技術。

O産業の成長を推進する資源や支援拠点

-鳥取大学附属病院の次世代高度医療センターと連携した医療機器開発、同大学染色体工学研究セ

ンターの染色体工学技術を活用した創薬ビジネスの事業化。

・ロシアへの展開を支援する拠点「鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンタ-J，AS EAN 

地域への展開を支援する拠点「東南アジアビューロー」。

0魅力ある観光資源

-大山隠岐国立公園、山陰海岸国立公園、山陰海岸ジオパーク。

-海外からも参加するスポーツ大会(全日本トライアスロン、 SE A T 0 S UMM 1 T、ツール・

ド・大山等)を核としたスポーツリゾート。

・歴史ある名湯九神話の故郷、鳥取民芸、まんが王国とっとり。

O地理的優位性

・都市部と農山村が近接するコンパクトな県土(草で1時間程度の距離)

-北東アジアとの国際定期航路(環日本海定期貨客船、米子ソウル国際定期便)0 

・国際クルーズ客船の寄港増加、米子鬼太郎空港にスカイマーク就航。

・鳥取自動車道全通(鳥取~大阪間2時間30分)。

~12~ 



0子育て環境の良さ

・合計特殊出生率 (H24)全国9位、年度当初の待機児童ゼ口、中学卒業までの小児特別医療費助成0

・教員一人当たり児童・生徒数(小:全国5位、中:全国4位、高:全国5位)。

0支え合いの精神に溢れた優れたコミュニティ

-ボランティア活動の行動者率全国4位

・男女平等度ランキング全国l位

0少ない災害リスク

.今後30年間の地震発生リスク(震度6弱以上)がわずか4%。

項目

住みたい田舎ベスト

ランキング

出典:rいなか暮らしの本」

(日朝宝島社)

※鳥取県の暮らしと、強みに関する詳細なデータは、資料4を参照。

く“とっとり暮らし"への評価〉

評価

[第」回]

評価された点

編集部選定の 137市町村(第一回は94市町村)を

※H25. 1発表 |次の7分野で評価。

鳥取市.全国2位|・自然環境(里山風景の美しさ、災害の少なさ等)

倉吉市:全国3位I.移住者歓迎度(専任の移住担当者やWebの有無等)
[第二回1 I・移住者支援の充実度(就業、住宅取得支援の有無等)

※H26. 1発表
-子育てしやすさ(産科・小児科の有無等)

I .医療介護体制(救命救急センターが1時間圏内にあ
倉吉市:全国5位|

| る、ヘリコプターにより搬送が可能 等)
鳥取市:全国8位|

1 ・日常生活(移動販売、豊かな食、ネット環境等)

-交通の便利さ(高速インターまで30分圏内、空港

まで1時間圏内、交通弱者向けの仕組みの有無等)

倉吉市、鳥取市とも、移住者支援の充実度と日常生活

で10点満点、医療介護体制で9点、自然環境と移住

者歓迎度で7点を獲得。

幸福度ランキング !※H23. 11発表 40指標毎に評価のうえ、 4部門別に集計。 4部門と

も良好で暮らしやすい県と評価。

出典:r岬道府県の幸福度に| 全国4位

関する研究成果」法政大

学大学院政策創造研究科

・安全・安心部門6位(内訳:交通事故件数3位、老

人福祉費6位、労働災害率9位等)

-医療・健康部門7位(内訳:医師数4位、女性の平

'均寿命8位、老衰死亡者数6位等)

・生活・家族部門9位(内訳:保育所定員3位、持ち

家率18位等)

・労働・企業部門 13位(内訳:正社員比率8位、完

全失業率8位、作業所の平均工賃月額15位等)
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v "口減少社会に向I寸厄鳥取県白戦略 ~λ口・活力対策戦略~
人口減少に対応するには、二つの戦略が必要と考えます。

一つは、自然減と社会減の流れにある程度歯止めをかけていく戦略と、もう一つは、人口減少は避け

られないという前提で、地域で安心して暮らしていけるよう、人口減でも持続的で活力ある地域社会づ

くりを進める戦略です。

二つの戦略の具体化と実行に当たつでは、園、県、市町村といった行政機関はもとより、企業や金融

機関、 NPO団体など、あらゆる主体と危機感を共有し、協働して取り組むことが求められます。

[戦略1] 人口減少に歯止めをかける方策

鳥取県は恒常的に若者の流出が続いており、 2040年に向けて、全国と比較して生産年齢人口の減

少率が高く、特に、子どもを産む年齢層の減少率が高いことが当県最大の課題で・ありお最優先として打

つべき手立ては、若者の流出対策であります。

~ i若者がやりたいことが実現できる鳥取県」づくりによる若者の増加~

若者が県外流出する最大の理由は「地元で希望する職業に就けない」ことであり、県外から移住する

若者にとっても職の確保は最優先です。まずは、鳥取県に若者が魅力を感じる働く場を創出し、経済的

な生活基盤を確保することが必要です。

6次産業化などにより市場の拡大が期待できる農林水産業や、鳥取大学医学部付属病院などの医療資

源を活かした産業の集積、国際観光地としての発展、北東アジアに近接した地理的優位性と、近年充実

が進む空路・航路・高速交通網などを活かすことで、県内産業の成長を促し、地域経済を活性化するこ

とにより、企業等による若者の雇用が促進するものと考えます。また、産業の成長に併せて、各産業の

高度化に適応する人材育成を進めることで、雇用の促進とともに、所得向上にも繋げます。

また、鳥取県をフィールドとした起業や農林水産業へのチャレンジ、鳥取県を応援したい気持ちを持

つ県外の若者の活動を支えることも、若者のやる気に応えられる、“肱力ある働く場鳥取県"として、

若者の関心を高めることが期待できます。

~若者の IJUターンをバックアップ~

上記の経済的基盤の確保に合わせて、 I J Uターンを促進する取組みが必要です。

東日本大震災以降、田舎暮らし志向が高まっていますが、鳥取県は都市と農山村が近接しており、都

市部での雇用創出が周辺の農山村への定住にも繋がり、職住近接した鳥取型の田舎暮らしを提供できる

ポテンシャルがあります。これをチャンスと捉えて、全国的にも評価され始めた鳥取型の田舎暮らしの

アピールと住居などの支援体制を強化して、県外がらの移住を促進することが必要です。

また、鳥取県出身の若者が県外で学び、得た知識、経験を郷土に還元していただき、鳥取県産業の発

展に資することも必要です。 Uターンに限らず、移住も含めて、若者が鳥取県で知識、経験を活かせる
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ような魅力的な働く場が増えるように産業の高度化を図ることにより、 IJ Uターンした若者の活躍が

更なる産業の発展に繋がるものと考えます。併せて、県外大学等に入学した鳥取県出身者!こ鳥取県の情

報を発信することで鳥取県との繋がりを保つ取組みゃ、子どもの頃から郷土を愛する意識を醸成し、 J将

来のUターンに繋げる取組みを進めることも必要です。

~ r子育て王国とっとり」の充実による子育て世代の定着~

経済的基盤の整備と子育て環境の充実は、若者が子育て世代になった時に安心して子どもを産み育て

たい気持ちに繋がると考えます。全国トップクラスの合計特殊出生率を誇る「子育τ王国とっとり」を

更に充実させ、安心して結婚、出産でき、地域や企業の支えを得ながら子育てができる環境づくりが大

切です。また、魅力ある子育てや教育を受けられる環境を提供し、発信することで、若者の定着や流入

を促します。

[戦略2] ー人口減でも持続的で活力ある地域づくり

2040年に向けて顕在化してくる老年人口の増加と生産年齢人口の減少は、避けられない事態です。

それを前提にして、その影響を最小限に抑えるために、従来の社会システムを見直すとともに、人的資

源に対する認識を改める必要があり、県民、企業、行政など各主体の意識の変革が求められます。

~少人口社会に適応する社会システムへのイノベーション~

少人口社会に適応する新たな社会システムを構築することが非常に重要です。

戦略1において農林水産業、製造業、観光業など他地域から所得を稼ぐ産業の振興を図る一方で、稼

いだ所得が地域内で循環するよう、地元流通業や建設業なと、の振興を図り、循環裂の地域経済システム

を構築することにより、純移出(移出ー移入)のマイナスを縮小文はプラスに転じることが必要です。地

域資源を最大限に活用するシステムとすることで、外的リスクに強い持続的な地域となります。

併せて、住み慣れた地域で住み続けるためには、弱体化する地域コミュニティと生活機能の確保が必

要です。縮小が予測される生活交通や生活用品を購入する基盤を確保する仕組みつ、くりや、人口増の時

代に分散した生活機能の集約化、コンパクトな県土を活かした地域関連携など、従来の枠組みからの転

換が必要です。

行政機関も税収減と行政需要の変化が予測される少人口社会に適応していかなければなりません。行

政が担う役割を見直し、業務の取捨選択と組織のスリム化を一層進めることが必要です。また、高度経

済成長期に建設された公共施設の更新時期を迎えることによる財政負担が懸念されますが、施設の長寿

命化によるコストの縮減と平準化を図るとともに、公共施設の整理合理化が必要であり、従来からの発

想の転換が求められます。

{方、高齢者の増加に伴い、医療費や介護費の大幅な増加が懸念されるため、生活習慣病の発生予防

対策など健康づくりを進め、健康寿命の延伸を図ることが大切です。また、医療、介護が必要になった

時には、支え合う気持ちを大切にする県民性を活かす取組みを進めながら、医療資源の確保と充実を図
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り、住み慣れた地域で安心して医療、介護を受けられる体制づくりも必要です。

また、バ、yクアップシステムとして、最低限度の生活保障と再チャレンジしやすい環境の整備も求め

られます。

~人口最少県だからこそできる、県民一人一人の力が地域活力を創造~

少人口社会の到来により縮小する活力を確保するには、住民一人一人の役割が重要となります。

また、支え愛のまちづくりゃあいサポート運動など、共生の社会づくりをー層進める必要があります。

高齢者は、豊富な知識・経験を後世代の若者に伝え、それにより若者の生産性の向上を図り、社会全

体の高度化に資することが期待されます。また、l 障がい者も周囲の理解やコミュニケーションを取りや

すい環境を整備することなどにより、社会の担い手として活躍できます。y女性がライフステージに応じ

た働き方ができるよう支援することも必要です。併せて、職業能力の向上を進め、人的資源としての賓

の確保を図る取組みも重要です。

地域の活性化のための様々な地域おこしの取り組み「鳥取力創造運動」が各地で行われていますが、

この灯を絶やさず、更に広げていくことが必要です。

また、県民一人一人の方が力を発揮していただくためには、透明度の高い県政運営を図ることも重要

な視点です。
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lA目減少に歯止めをかける方策| |戦略1r9 

( J) J若者がやりEいことが実現官去る鳥取県JづくりにCJ;~J若者を増加

ア)県外・海外需要を取り込む商圏拡大により企業等における雇用倉IJ出

①農林水産業の活力増進

0鳥取県の素晴らしい食資源を活かした「食のみや乙鳥取県」づくりを強力に進め、
大消費地の都市圏域や市場の拡大が期待できる海外への販路拡大を図る。

0全国的に評価される米、梨、和牛などの産地育成を進め、担い手への農地集積など
により低コスト、高収益な産業への転換を図るとともに、 6次産業化(農商工連携)

や企業の食品衛生に係る認証取得など県内食品産業の基盤づく，りを進める。

0森林施業の集約化や間伐、路網整備等による低コスト化と担い手育成を進めるとと
もに、ニーズを踏まえた付加価値ある県産材製品や新たなきのこ産業などの開発、

販路開拓を進め、儲かる林業を目指す。

0定置網や養殖など新たな生産体制を導入するとともに、高品質化、衛生管理体制強
化によるブランド化や産地加工を進め、水産業の産地競争力強化を図る。

②成長産業の戦略的推進

0主要製造業の再生と中小零細企業を中心としたものづくり基盤産業の高度化により、
成長の基盤を支えるとともに、成長分野として期待される「医療機器・創薬」など

の医療分野や、 iBPO、データセンタ一、コンテンツ産業」といった対事業所サ

ービスの拡大などに取り組み、持続的な経済成長を目指す。

0新たな需要獲得のための設備投資を後押しする資金調達の支援などを進め、県内企
業の事業活性化、経営の安定化を図る。

0北東アジアをはじめ、成長著しいASEAN地域などの経済活力を取り込むため、県内
企業の海外展開を積僅的に支援するとともに、船舶による国際輸送ネットワークの

確立を目指す。

0高速道路網の充実を活かして圏内海上輸送ネットワークの確立を図り、園内の商圏
拡大を進める。

③最先端の夢ある産業の創造

OウェアラブルテソHス等の先端産業分野への市場参入の可能性を研究するなど、最
先端の ICT技術の動向を把握し、県内企業におけるイノベーションを図る。
0行政の持つ情報を二次利用しやすいデータ形式で県民に提供するオープンデータや
ビッグデータの活用により、新たな産業の創出に繋げる取組みを進める。

④“国際リゾートとっとり"の確立による観光産業の振興

0豊かな自然を活かしたスポーツや癒し、温泉、食、まんがコンテンツなどを活用し
た観光メニューを充実し、国内外から旅行者を呼び込む。

0案内看板の多言語化、公衆Wi -F i環境の整備、決済システムや二次交通の整備
など、“おもてなし"強化を進める。

0県内の代表的な観光地から温泉地等への周遊や滞在時間延長を促す取組みや仕組み
づくりを進める。

⑤交流の基盤となる陸 R j毎・空の道の整備による交流入口、物流の増加

O鳥取県の地理的優位性を活かし、海外からのチャーター便や国際クルーズ船等の積
極的な誘致を進め、外国人観光客の円滑な入国体制の整備を目指すとともに、国際

物流、貨客船ターミナルの整備を推進する。

0山陰道、山陰近畿自動車道等の高速道路網の整備を促進し、ミッシングリンクの解
消を進める。
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⑥成長産業や地域資源を活用する企業等の立地促進
P10 

0海外や都市部とのアクセスの良さや低い災害リスク、豊かな農林水産物、高等教育
機関の知的資源などを活かして、医療分野など中長期的に市場の拡大が期待される

製造業や、鳥取県の農林水産物を活用する企業など、の立地を促進する。

0県内の経済・雇用を支える県内企業の新増設を積極的に支援する。
イ)雇用創出に応じた人材育成を推進

0高度化、専門化する産業に対応する人材の育成や熟練技能を継承する産業人材の育
成を進める。

O高等教育機関等と連携した県内企業での職場体験など職業教育を進め、実践力ある
人材の育成を図る。

。企業の海外展開や国際リゾートとしての充実に対応するグローバル人材の育成を進

める。

O高度化する医療水準に対応できるよう医療従事者の人材育成を進める。
ウ)“起業をするなら鳥取県"起業・創業を支援

O鳥取県をフィールドとした起業を促進するため、ビジネスコンペや知識、技術の習
得、資金援助など、起業前から成長軌道に乗るまで総合的に支援を進める。

0農林水産業への新規就業に向けた知識や技術の習得、設備投資等への支援を進める。
O中山間地域やまちなかでの買い物支援など、暮らしを支えるコミュニティビジネス
や、まんが、アニメ等のコンテンツを活用したビジネスの創出を推進する。

o rアーテイスト・イン・レジデンス」など、鳥取県をフィールドに文化、芸術活動
等を行う取り組みを支援する。

エ)鳥取県を応援する若者の取組みへの支援

O中山間地域等で地域づくり活動に取り組む若者を支援するとともに、地域づくり活
動などに資金援助ができる仕組みづくり(クラウドファンディング等)を進める。

0鳥取県を応援するために都市部など県外で県産品のPRなどに取り組む若者どの連
携を図り、活動を支援する。

(2)若者向 IJU~ーシを1\ ‘'，lJjI"， τ

ア) 1 J Uターンによる就業を支援

0県外に進学した県出身の若者や県外出身の若者が、県外で学んだ知識・経験を活か
せ、生きがいを持って働くことができるよう、高等教育機関と連携して産業の高度

化を図るなど魅力ある働く場を創出する。

0都市部への相談員の配置や、県内企業の就職情報の提供、県内外の大学との連携、
農林水産業への就業や起業に対する支援を進め、若者の IJUターンを促進する。

O看護学生が県内で就業した場合に修学資金の返還を免除するなど医療従事者の県内
定着を進めるロ

イ) 1 J Uのきっかけづくりと受入体制を充実

0鳥取県の生活情報の提供や暮らレを長期で体験できる体制の整備、移住者の生の声
を発信する動画のホームページ掲載や、農作業体験などの滞在型観光の実施など、

鳥取県のゆとりあるライフスタイルを知っていただく取組みを進める。

0子どもたちによる、地域で体験活動や、地域のための自主的な取組みに対して支援
を行うなど、子どもたちの地域への関心を高め、郷土を愛する意識を身に着けるこ

とで、将来県外に転出しでもUターシに繋げる。

0移住希望者の住宅から就職までの相談に一元的に対応する移住定住サポートセンタ
ーの運営や、県外での相談会の開催など、 1 J Uを促進する取組みを推進する。
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(]) r子育Z王固とっと ~J J. 0)充実による子育τ世代ぬ定着
ア)結婚、妊娠、出産を支援

P 11 

O子どもに対レて命の大切さ並びに性、妊娠及び出産に関する正しい知識を教えるな
ど、親になるための必要な教育を推進する。

0若い世代を対象に、結婚や妊娠適齢期などに関する知識、情報を提供し、自身のラ
イフプランを描くサポートを進めるとともに、県内の婚活イベント情報を提供する

など男女の出会いの機会を創出し、結婚をサポートする。

0産科、小児科医師を確保することにより安心して産み育てられる医療体制を強化す
るとともに、妊娠・出産に関する相談体制や不妊治療への支援を充実する。

0産業振興策や雇用対策を進めることにより雇用の安定化を図り、安心して結婚し子
どもを産むことのできる環境づくりを進める。

イ)企業等と連携しだ仕事と子育ての両立[ワークライフバランス)を支援

0企業経営者を対象とした研修を実施するとともに、子育てのために労働者の勤務時
聞を柔軟にするなどの取組みを行う子育てに優しい企業を支援し、仕事と子育ての

両立を図る取組みを強化する。

0男女共同参画推進企業の認定(男女がともに働きやすく能力が発揮できる職場環境
づくりに取り組む企業を認定)を推進する。

，0テレワークを活用した在宅勤務の検討を進める。
ウ)安心して子育てができる環境を整備

①保育環境の充実

O保育所や放課後児童クラブ等の施設整備や、病児・病後児保育の充実、障がい児保
育、低年齢児保育の保育土加配など、保育環境の充実を図る。

01森のようちえん」のように、鳥取県の自然の中で行われる自然体験活動を基軸に

した教育、保育の取組みを支援する。

②育児負担の軽減

。保育料の軽減や中学卒業までの小児特別医療費助成、県外を含む高等教育機関等の

奨学金制度の充実など、育児負担の軽減を図る。

0県民、企業等が自主的に子育てを支える「とっとり子育て隊」の登録や地域の子育
てを助け合うファミリーサポートセンターの運営など、地域住民によるきめ細かな

子育て支援の取組みを支援する。 I
エ)子育て世代にアピールする教育環境の充実

①特徴ある学校づくり

0小中学校め全学年での少人数学級を活かしたきめ細かな教育や、高等学校の自立度
を高めた特色ある教育を推進レ、全国に誇れる教育環境にする。

0ものづくり人材の育成や科学的思考力を高める教育の推進、スポマツ競技の強化校
の指定や、日常的に英語に触託られる環境整備、留学の支援などを通じて国際社会

で活躍する人材の育成を進める。

0鳥取環境大学の高等教育機関・研究機関として機能を高める。
②地域で子どもを育てる体制づくり

0地域住民等と連携して、学習支援、キャリア教育、生活支援などを進めるとともに、
安全パトロールなどの見守りを行い、地域全体で子どもの成長を支える体制づくり

を進める。

0地域住民等と連携して、就学前に子どもたちにアートとの出会いの場を提供する「ア
一トスタート」を推進する。
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四減芭毛欄的で活力高る地域づく州|戦略2

(J)~^口牡舎に適応する祉会システbへ向イノパーション

ア)地域の自立性関持続性を強化

①地域資源を活かした循環型地域経済システムの構築

0鳥取県の食や県産材ほか県産品の地産地消を進めることによる県内消費量の確保と
地元の流通業の振興により、地域内での消費を喚起するとともに、地元建設業の振

興も図り、地域外から稼いだ所得が県内で循環する自立的な地域経済を構築する。

O豊富な農産物や水産物を活かした食品加工、薬用きのこの開発など林産物の活用、
新たな県産材の開発、有害獣肉の活用など、地域資源の新たな活用方法を導入した

新ビジネスの創出を進め、地域産業の振興を図る。

0雄大な自然を活かした鳥取型のエコツーリズムを推進し、交流人口の増加を図る。
O豊富な森林や水などを再生可能エネノレギーとして活用し、地域内のエネルギーの自
給を進めるとともに、 NPO、地域、企業等と連携・協働した減量リサイクノレや4

R実践活動等、環境負荷を低減する取組みを推進する。

②生活機能の確保

O過疎地有償運送などのデマンド式の交通サービスや、カーシェアリングなど自家用
車に頼らない仕組みなど、地域で生活交通を確保する仕組みづくりを進める。

0買い物が困難な地域で取り組まれる移動販売や、地域が共同しで開設する小売庄舗
への支援を進め、地域内での商品やサービスの供給体制を確保する。

0生活機能の確保や地域の活性化を図ることを目的としたコミュニティビジネスの支
援や、生活機能を複合化した施設整備などの取組みを支援。

0県土のコンパクトさを活かして、県境を挟んだ圏域での取り組みや自治体聞の連携
を進め、効率的に生活機能の確保を図る。

③地域コミュニティの活性化

0集落毎に、集落の課題と活性化の方向性など、集落の将来を見据えた話し合いを行
う取組みゃ、町内会単位で要援護者の避難計画を構築する取組みなど、地域コミュ

ニティの活性化を図る取組みを進める。

0地域コミュニティの文化である伝統芸能等の保存・伝承の取り組みを支援する。
0市町村の空き家実態調査、空き家の除却や再生、流通の支援など、空き家対策を進
めるとともに、利用しなくなった施設の有効活用を進める。

④行政のスリム化

。人口構造の変化に伴う厳しい財政状況に適応するため、行政が担う役割を見直し、

業務の選択と集中を図り、思い切った業務の取捨選択を行うとともに、行政組織の

見直しを進める。

0高度成長期に建設され老朽化が進行する公共施設について、財政状況や行政需要の
変化を踏まえた維持管理を進めるため、施設の長寿命化などによるコスト削減と平

準化を図るとともに、施設の統廃合など総保有量を縮小することを検討する。

⑤ ICTや知的資源を活用した社会システムの転換

OICTやソーシャルメディアを活用して、効率的に住民サービスを提供する仕組み

を検討する。

O県内高等教育機関の知的資源を活かして、新たな知見に基づく少人口社会に適応す
る社会システムの検討を進める。
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イ)地域で安心して住み続けられる医療・介護体制を構築

①健康寿命延伸の支援

P13 

0ウォーキング環境の整備や健康づくりに取り組む施設等の認定、食生活の改善や健
康予防の大切さを学ぶセミナーの開催などにより、県民の健康づくりを推進する。

O総合的ながん対策や生活習慣病対策を進め、各種検診の受診率向上などを図る。
②住民自ら主体となって支えが必要な住民をサポートする取組みを支援

0地域住民や地域団体が主体的に高齢者などの見守りや生活(買い物、交通等)を支え
る「支え愛のまちづくり」活動を支援する。

O中!lI問地域等で事業活動を行っている事業者と市町村と県とで高齢者等の見守り活
動を行う協定を締結し、事業者の事業活動の中で住民の日常生活における異常を早

期発見する体制整備を進める。

③安心の医療・介護の体制づくり

0医師、看護師、薬剤師等の確保、定着を推進するとともに、人材育成を進め医療水
準の維持・向上を図る。

0医療の高度化を図るとともに、住み慣れた地域で切れ目なく支援が受けられる体制
を構築するたの、病院関連携、地域包括支援センターの機能強化を進める。

0手術支援ロボットの活用や ICTを活用した地域医療の連携など、質の高い地域医
療の実現を図る。

0計画に基ずいた特別養護老人ホームなど介護基盤施設の整備を推進するとともに、
地域で暮らす高齢者を支援する取組みゃ認知症施策を推進する。

ウ)暮らしに困ったときのパックアップを充実

O生活保護受給者について、就労支援専門員の設置、職場適応訓練、相談支援などの
支援体制を整備する。

0生活保護に至らない生活困窮者への生活支援や自立支援を進める。

<%)人口最少県Eか局ごを芭去る、県民-A-AfJJ力が地域活力を創造
ア)高齢者が生きがいを持って活躍できる環境づくり

①高齢者の知識・経験を伝慢する取組みの支援

O 高齢者が培った知識、経験を若者に伝える取組みを進める乙とにより、若者の生産
性の向上に繋げるとともに、高齢者が生きがいを感じる環境づくりを進める。

②高齢者の社会参加・社会貢献活動の推進

O高齢者の就労を通じた生きがいの充実と社会参加を図るため、就業機会を提供する
取組みゃ起業の支援を行う。

0高齢者のスポーツ、芸術活動に対する支援や、高齢者クラブ(老人クラブ)の活動
を通した社会貢献活動、人材パンク機能を活用したボランティア活動の推進を図る。

イ)障がい者が社会の担い手として活躍できる社会を構築

①障がい者の社会参加の推進

0鳥取県で始まり全国に広がりつつある障がい者と健常者が支え合いバリアフワーを
進める「あいサポート運動」を推進する。

0障がい者アート活動を活発化し継続する取組みを進めるとともに、障がい者スポーツ
i の競技力の向上や、障がい者と健常者が共にスポーツに親しめる環境の整備を進める。

O手話通訳者の手話表現技術の向上や指導者の育成、高校生による手話表現の全国コン
テストの開催、タブレット端末を使用した遠隔手話通訳サービスなど、手話を広く普

及し、使い易い環境の整備を進める。
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②雇用の創出と処遇改善
P14 

0障がい者の就労ニーズ、企業等の雇用ニーズを踏まえた、福祉的就労から一般就労へ
の移行促進を図る。

O障がい者の処遇向上のため工賃3倍計商を推進するとともに、農林水産業との連携に
よる障がい者就労の職域拡大とマッチングの支援体制の充実を図る。

ウ)女性が活躍できる環境づくり

G女性の職業能力向上を図る研修や復職のための相談支援など女性の活躍を支援する。
O女性経営者のネットワーク化や男女共同参画認定企業が行う女性の活躍を進める取
組みを支援する。

エ)県民一人一人のカが地域活力を創造

0県民による地域づくりを進める鳥取力創造運動を展開するとともに、ボランティア
総合情報サイト「ボランとりJによりボランティア活動の推進を図る。

0とっとり県民活動活性化センターによる、 NPO活動や地域づくり団体の活動など
の支援を充実する。

0情報公開度全国ナンバー1を堅持し、県民参画の基本となる県行政の情報公開を徹
底する。
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資 料編

-23-



P16 

[資料r)人目減少ぬ要因分析
人口減少は様々な要因が長期かつ複合的に影響することで生じているもので、主には以下の1"-'5の

要因が考えられますが、この中で主因と考えられるものを特定するのは困難です。自然動態に係る要因

は概ね全国共通と考えられますが、社会動態は地方特有の要因と言えます。

鳥取県は、大都市圏に比べて合計特殊出生率は高い (H24 : 1. 5 7※全国1.4 1)ですが、要

因l、4、5により、出産に適した年齢の女性数が少ないため、出生数の増加になかなか繋がらない構

造となっています。

要因1 戦後の女性人口の減少

要因2 未婚化・晩婚化による出生数の減

要因3 高齢化による死亡数の増加

要因4 高度経済成長期における県外流出

要因5 現代の若者の県外流出

，号取県の人口動態の推移 (S30~H25)
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※出典:r鳥取県の人口動態の推移 (S30~H25)J (鳥取県統計課)

以下に、要因ごとに説明します。

く自然動態>

要因1 : 戦後の女性人口の減少

戦後の昭和23年に優性保護法が成立し、人工妊娠中絶が合法化された頃から、全国的に出生数が減

少に向かい、鳥取県においても同様の推移となっています。
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876人(出生率:33. 6 %) 
771人.(出生率: 8. 3 %) 

624人(出生率:33. 5 %) 
231人(出生率: 8. 2%) 

[出典:H24年「人口動態統計(確定数)の概況J厚生労働省]

この結果、この時期から生まれる女性が少なくなり、その女性が生む女性も少ないという、子どもを

産む母体が減少する流れをつくったものと考えられます。
[出典:政策大学院大学松谷教授 f住もう好きです鳥取未来会議」プレゼン]
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[出生数の推移(鳥取県)] 

(人)
園出生数昭和23年

19，876人

25∞o 

20000 

15∞o 

10∞o 

m
N
笹川町

D
N
笹川昨

口
笹
川
昨

ヨ
笹
川
町

ロ
蛍
俳

∞笹川町

山
創
出
比
川
-

N
M
U
N昨

日
ロ
直
面

目
的
ロ
話
回

目
黒
留

目
黒

g

D
山
口
惜

g

h
寸
ロ
酔
悶
E

S
ロ時

g

g時
盟

国
間
ロ一
昨
回
目

的
問
符

g

N
mロ
酔
問
E

m
Nロ
酔
盟

国

N
ロ
酔

g

m
N
底
堅

D
N
ロ高
E

h
H口
惜

留

ヨ

ロ
時間田

口
ロ
時
盟

国
ロ
時
匡

凶
口
惜
笹

N
ロ
時
宙

開

E
HK

D
H
凶

K

-
h凶
同

M
n

，
司
川
問
M
帆

一眼
同
υn

一N
寸
相
川
町
E

V
m
m相
次
官
配

い
由
同
羽
山
町
E

H
m間
決
密

ム

m
似

圃
、a，，
d
可

.

'チ『チf
山仰a
札巾昨山

-
L
o
，
』

仏
必
』
凶
山
哨山

べ
d
拘

次

町
仰

向，ι
‘-戸
l』
.

障第柿
h

“剖M特押
-

d

和
一
関

戸
』

nH

‘‘
，回
Fm

li}

povF'

"
 

:
6

(
 

か
m
M
W

'
V川
1
1
H
H
A他
r
i
t

ば
抑
制

|

|

|
削
川
酬
川
州
船
山
川
川
a

z
n
f

r・

-

l

，『
i

・

0
州
一
例

州
川
川
川
川
f
l

l

悼

ωリ
川

町

附

内

4

・a守守
点

和

凶

問

問

I
Z

、、、lhl

50∞ 

※出典 :r鳥取県統計年鑑 (H25刊)J (鳥取県統計課)

-25-



[合計特殊出生率の推移(全国 ・鳥取県)] 
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P18 

→ー鳥取県

-ー-全国

※出典 :H24年「鳥取県人口動態統計月報年報(概数)参考グラフJ(鳥取県福祉保健部)

未婚化・晩婚化による出生数の滅

鳥取県男 30'"'-'34歳 H22:46% (840:6.7%)、全国男 47.3% (11%) 

鳥取県女25'"'-'29歳 H22:56.1 % (840:14.7%)、全国女60.3%(18.9%) 

平均初婚年齢 : 鳥取県男 H24:30.5歳 (825:25.1歳)、全国男 30.8歳 (25.9歳)

鳥取県女H24:28.7歳 (825:22.6歳)、全国女29.2歳 (23.0歳)

[出典:r国勢調査報告」総務省、「人口動態統言日 厚生労働省]

[年齢別未婚率の推移(鳥取県・男性)] 
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※出典:r国勢調査J(総務省)
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[平均初婚年齢の推移(全国 ・鳥取県)] 

園田ー女性(鳥取県)圃暗闇女性(会国)
(歳)

:::「一一一 一一一

ーーー男性(鳥取県)圃時ー男性(全国)
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※出典 :r人口動態統計J(厚生労働省)
鳥取県が行ったアンケート調査によると、主に、「雇用の不安定さJ1経済的要因による家庭生活不安J

等の経済的基盤要因と、「独身生活の方が自由J1未婚に対する世間の見方の変化J等の結婚以外の価値

観や結婚観の変化を要因として、若者が結婚しない又は初婚年齢が遅くなっています。

[出典:H25年「鳥取県における少子化対策等に関するアンケート調査結果J鳥取県福祉保健部]
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H9..........H24年の年齢階級別有業率を比較すると、男性25..........29歳で8.8ポイント、30..........34

歳で8. 6ポイント減少しており、若年男性の有業率が特に低くなっています。

[出典:平成9年~平成24年 I就業構造基本調査J総務省統計局]

[年齢階級別有業率(鳥取県 ・男性)] 

100 

98 

96 

94 

92 

90 

88 

86 

84 

82 

80 

H9 H14 

85.3% 

.，--憎ー._ ーーーーー一、

H19 H24 

~25"""'29歳

-・←30.......34歳
ー噛 戸 35.......39歳

→←40.......44歳
ー骨』・45.......49歳

※出典:r就業構造基本調査J(総務省統計局)

[年齢階級別有業率(鳥取県 ・女性)] 

90 

85 

80 

64.7% 

H9 H14 H19 H24 

I~% ~25"""'29歳

ー昏 ・30.......34歳

ー喧.....35.......39歳

→←-40.......44識
~45.......49歳

-掃ーー，

※出典:r就業構造基本調査J(総務省統計局)

非正規雇用の職員 ・従業員の雇用者に占める割合は、平成24年度に36. 1 %に達し、そのうち女

性の割合が52.9%に達しています。 [出典:H24年「就業構造基本調査J総務省統計局]

女性の進学率が高くなるにつれて出生率が低くなるという報告もあります。

[出典 :H25年3月「人口減少問題研究所中間報告書J日本政策投資銀行]

[男女別雇用者に占める非正規職員 ・従業員の割合の推移(鳥取県)] 
60.0 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 
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33.0 ._〆_.-〆〆『
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8.3 
ー苓戸F

平成9年

52.9 
48.5 __ー一一戸寸

43.6 __-.----~ 
_..-.......~.-_._-

20.8 
~ 

平成14年 平成19年 平成24年

※出典:H24年 f就業構造基本調査結果の概要J(鳥取県統計課)
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要因3 : 高齢化による死亡数の増加

高齢者数の増加に伴い、死亡する高齢者が増加しています。
[出典:H24年 「鳥取県人口動態統計月報年計(概数)の概況J) 
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(人ロ平対}

一一 一一一一一~...-.一一一一一一 16.0 

7，【X.l0

平成24年

死士数7β74人~ー ~ 15.0 
死士*122 --会〆

6，(氾O

昭和48年
制変最低の死L数4，bbb人

ーにー

1-14.0・

13.0 

1-12.0 

S，C氾O
11.0 

4.000 
凶・f-10.0 

9.0 

3，000 

F可 1・8.0

2，000 7.0 

5却 535 540 545 550 555 560 H2 H7 H12 H17 H22 

※出典:H24年「鳥取県人口動態統計月報年計(概数)の概況J(鳥取県福祉保健部)

[年齢階級別死亡数の推移]

ヨ，0∞

1，OCO 

7.0∞ 

J.UW 

3，OCO 
ロ75歳以上

4υw 
.65--74歳

3，0∞』 ロ15"-'64歳

2，OCO 
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。
九おおさb. _.，<:.人ベ民 h 令~ .&ヤ~'I，'" .1:)，'" 司令~'ででででで、 守、言、 ふーでーキヤ

※出典:H24年「鳥取県人口動態統計月報年計(概数)の概況J(鳥取県福祉保健部)
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く社会動態>

要因4 ・ 高度経済成長期における県外流出

高度経済成長期(昭和30年"-'48年)に大都市圏に転出する若者(いわゆる金の卵)が増加しました。

社会動態のマイナスが自然動態のプラスを上回る状態が昭和31年から昭和45年まで1-5年間続き、

この問、県人口は34，626人減少しでいます。県外流出の中心は15歳から29歳の若者で、特に

1 5歳から 19歳が昭和35年から40年において年平均2，-750人流出超過(流出超過のうち3"-'

4割を占める)となっています。[出典:鳥取県統計課「鳥取県人口移動調査J] 

この結果、第二次ベビーブーム(昭和46..-....，49年)の出生数が、大都市圏と比較して少なくなって

いるものと者えられます。

[社会増減の推移(鳥取県)] 

(人)

lp)，.l t> 品

-社会増減

一 一一 一、

※出典 :H25年「鳥取県人口移動調査J(鳥取県統計課)を基に未来づくり推進局で作成
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[鳥取県の転入 ・転出の推移]
(人) (人)

年 次 社会増減 県外転入 県外転出 年 次 社会増減 県外転入 県外転出

昭和30年 -4，778 11，016 15，794 59 -1，314 14，127 15，441 

31 -6，507 8.991 15，498 60 -1，353 13，891 15，244 

32 -8，306 9，948 18，254 61 -1.623 13，208 14.831 

33 -6，3'33 10，409 16，742 62 -1.920 13.077 14.997 

34 -6，810 11，029 17，839 63 -1.173 13.233 14，406 

35 -7，906 10，720 18，626 平成元年 -1，477 '13，373 14.850 

36 一7，475 12:107 19.582 2 -919 14.142 15.061 

37 -7，071 13，987 21，058 3 -1.216 14.020 15，236 

38 -6，861 14，236・ 21，097 4 -1，365 13，633 14.998 

39 -6，528 14.852 21.380 5 -490 13，891 14，381 

40 -6，373 15.007 21，380 6 384 14，139 13，755 

41 -5，927 15，513 21，440 7 643 14，310 13，667 

42 -4，855 . 16，627 21，482 8 158 13，979 13，821 

43 -4，226 16，740 20，966 9 。14，086 14，086 
44 -3，502 17，739 21，241 10 -115 14，39.1 14，506 

45 -4，337 18，101 22，438 11 95 ，14，219 14，124 

46 一3，596 18，164 21，730 12 -43 14，209 14，252 

47 -2.625 18.670 21，295 13 119 14，528 14，409 

48 -1，046 19，395 20，441 14 -408 14，398 14，806 

49 -651 18，420 19.071 15 -733 13，636 14，369 

50 -1.095 17，119 18.214 16 -661 13，625 14，286 

51 678 17，415 16.737 17 -1，578 12，807 14，385 

52 605 17，212 16，607 18 -1，919 12，264 14，183 

53 -121 16.538 16，659 19 ー2，702 11，949 14，651 

54 1.121 17，073 15，952 20 -3，202 10，938 14，140 

55 330 16.183 15，853 21 -1，977 11，405 13，382 

56 -495 15.806 16，301 22 -1，239 10，665 11，904 

57 -868 15.215 16，083 23 -1，283 10，635 11，918 

58 . -1.348 14.533 15，881 24 -1，385 10，431 11，816 

25 -1，686 10，224 11，910 
※出典:H25年「鳥取県人口移動調査J(鳥取県統計課)
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要因5 現代の若者の県外流出

P24 

平成25年に県外流出した 11，910人のうち、 4割の4，815人が 20......_29歳の若者です。

若者が県外に流出する要因として、地元に「進学先がないJr希望する職に就けないJr就職先が少な
いJ等、進学・就職先が少ないことに加え、給与や待遇が悪いという経済面での不満が大半を占めてい

ます。 [出典:H25年「鳥取県における少子化対策等に関するアンケート調査結果J鳥取県福祉保健部]

高校普通科の学生の県外への進学希望が強いこと、女子高校生の県外進学希望が高いというデータも

あります。

[出典 :H25年3月「人口減少社会における若者の雇用と定住に関する調査研究」鳥取県地方自治研究センター]

[若者が県外流出する理由(複数回答)] ※上段(緑)は平成21年度調査、下段(黄)は平成25年度調査

高校卒業後の進学先が不足している

地元で希箪する職業に就けむい

就職先が少えよい(25年度のみ)

給与や待遇が還弘、

事s会の生活をしてみたい

鳥取県で生活する魅力がtJい

20 40 60 80 

47.5 

49.9 

64.4 

64.1 

68.8 

46.0 

その他

-平成21年皮肉=1274 ロ25年度(子どもいる)n=507 

※出典:H25年「鳥取県における少子化対策等に関するアンケート調査結果J(鳥取県福祉保健部)

[年齢階級別県外転出者数の推移]
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[資料2]将来推計八口

ア.ー日本の将来推計人口

日本の総人口(外国人含む)は、 128，057千人(平成22 (2010)年国勢調査)をピークに減少を

始め、平成25年10月1日現在で127，300千人(概算値)となっています。

平成25年3月に国立社会保障 ・人口問題研究所が公表した「日本の地域別将来推計人口(平成25(2

o 1 3)年3月推計)Jによると、平成52(2040)年には大都市圏を含む全都道府県の人口が減少に転
じ、総人口は 107，276千人になるとともに、高齢化率は 36. 1 % (H 2 2年は23. 0 %)と

なり、全ての都道府県の高齢化率が30%を超えると試算されています。

-総人口

[日本総人口の推移]
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※出典.r人口推計て大正9年~平成22年)J (総務省)
「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)J (国立社会保障 ・人口問題研究所H25.3.27公表)
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※出典:r人口推計(大正9年~平成22停)J (総務省)
「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)J (国立社会保障・人口問題研究所H25.3.27公表)
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鳥取県の将来推計人口

鳥取県の総人口(外国人含む)は、 616千人(昭和60 (1985)年国勢調査)をピークに減少を続け、

平成25年4月にはついに570千人代となり、平成25年 10月 1日現在で577，642人 (推計)

となっています。

平成25年3月に国立社会保障 ・人口問題研究所が公表した「日本の地域別将来推計人口(平成25(2

o 1 3)年3月推計)Jによると、平成52(2040)年の鳥取県の総人口は441，038人にまで減り、
大正時代と同程度の人口規模になると推計されています。

イ.

[鳥取県人口の推移]
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※出典 :r鳥取県の人口の推移(大正9年~平成24年)J (鳥取県統計課)及び
「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)J (国立社会保障・人口問題研究所H25.3.27公表)
を基に未来づくり推進局が作成

年少人口 (0'-""1 4歳)、生産年齢人口 (15'-""64歳)、老年人口 (65歳'"")別の人口の推移では、

戦後、年少人口が減り続けるとともに老年人口が増え続け、平成7年には老年人口が年少人口を上回り

ました。将来推計人口によると、老年人口は今後も増え続けますが、平成37(2025)年を境に減少に

転じ、全ての人口区分で減少を始めることとなります。高齢化率 (65歳以上人口の割合)は、拡太し

続け、平成52年には38. 2%に達します。(平成22年は26. 3 %)特に、 75歳以上人口の割合

は増加し、平成52年に23.9 % (H 2 2現在で14.6 %)になり、老年人口に75歳以上人口が

占める割合は55. 5 %から 63.1 %に増加します。

一方、生産年齢人口は、昭和60年をピークに減少を始めており、平成52(2040)年には22 6， 

3 9 1人になると推計されています。この年には、生産年齢人口が扶養する階層とされる従属人口(年

少人口+老年人口)は214，647人となり、生産年齢人口の1人に対し、ほぼ1人の従属人口を扶.

養する構造となります。 (H22年現在で、生産年齢人口1. 5.人に対し、従属人口 1人の割合)

なお、 年少人口の減少傾向は平成12年頃から鈍化しており、平成42年頃から年少人口の割合が1

0%程度で安定するものと試算されています。
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[鳥取県年齢3区分別人口の推移]
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※出典:r鳥取県年齢別推計人口(平成24年10月1日現在)J (鳥取県統計課)及び
「日本の地域別将来推計人口(平成25 (2013)年3月推計)J (国立社会保障 ・人口問題研究所
を基に未来づくり推進局が作成
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※出典:r鳥取県年齢別推計人口(平成24年10月1日現在)J(鳥取県統計課)及び
「日本の地域別将来推計人口(平成25 (2013)年3月推計)J (国立社会保障 ・人口問題研究所 'H25.3.27公表)
を基に未来づくり推進局が作成
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[鳥取県年齢3区分別人口割合の推移]
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市町村別の将来推計人口

日吉津村を除いて、全ての市町村が平成52年に向けて人口が減少し、若桜町、智頭町、日南町、日

野町といった山間部の町は、他の地域よりも減少幅が大きい (H22年を100として、 H52・年に4

5'"'"'50%。市部は72'"'"' 8 1 %)試算となっています。
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が40%を超えます。ただし、平成22年現在で既に高齢化率が40%を超える町(日南町、 日野町、

江府町)の高齢化は、他の市町村に比べて鈍化します。

※日吉津村が人口増加 (H22を100としてH52年に104. 6 %)の推計となっている要因

H 12年に新たな住宅団地を造成したこと、王子製紙やイオン日吉津(Hll開業)といった大型の事

業所が村内にあることから、若い労働人口の流入が進むとともに、流入した子育て世代の出産が安

定的に発生している傾向に基づいて、人口推計が試算されたと考えられます。

[4市の将来推計人口]
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※出典:r日本の地域別将来推計人口(平成25 (2013)年3月推計)J .(国立社会保障・人口問題研究所 H25.3.27公表)
を基に未来づくり推進局が作成
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を基に未来づくり推進局で作成
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